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論 説

会派の法的地位と統制的意義（⚒・完)
――ドイツ公法学における「公開」での調査権行使の意義づけ――

磯 村 晃
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おわりに（以上、本号）

第⚒章 会派を通じての調査権行使の本義

前章第⚓節第⚒款で明らかになったように、議会―会派関係において、会派
は自立的に議会全体を活動させることができる。その例として、前章で紹介し
たヘルシャイト学説では、時事問題討論の要求や法案発議後の一連の手続にお
いて議会全体を活動させる会派がとりあげられていた

(198)
。これらと同様の会派活

動は、基本法44条に基づく調査委員会設置の場面でも見られる。すなわち、基
本法44条⚑項によれば、「議員の⚔分の⚑の動議」があるとき、連邦議会は調
査委員会を設置する「義務」を負うが、この動議は大抵の場合、会派によって、
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とりわけ政府・与党に反対の立場をとる反対会派（Oppositionsfraktion）に
よって提出される

(199)
。こうした会派を通じての議会調査権の行使がなぜ政府統制

に資するのか。調査権はいかなる法的論理構造によって政府統制と結びつくの
か――そもそも両者の結びつきは自明なのか。本章では、会派を通じての議会
の調査権行使によって政府はなぜ統制されるのか、そして政府統制にとって会
派はいかなる意義を有するのかを明らかにする。

その際、まずは調査委員会手続に着目し、その進行過程において反対会派が
どのような法的手段を多数派に対して行使できるのかを踏まえることにする。
これを通じて議院内閣制における反対会派の意義も明らかとなろう（第⚑節）。
次に、反対会派の意義が実務および学説で改めて問われることとなった特別多
数超過の大連立に着目する。そこでは少数派権行使のための定足数を確保でき
ない極小規模の会派に「特別の反対会派権」を割り当てることの憲法上の可否
が問われた。これに関して、「特別の反対会派権」の導入は平等原則に反する
とした憲法裁判決およびそれを理論的に支えた学説を紹介・検討する（第⚒
節）。最後に、これらの判決や学説に対して批判的な立場をとる学説をとりあ
げる。この学説の分析を通じて、会派特有の統制的意義はいかなる点に見出さ
れるのかが明らかとなろう（第⚓節）。

第⚑節 反対会派――政府の実効的な統制主体
基本法44条の調査委員会手続については、日本の憲法学において詳細な研究

が行われてきたのは周知のとおりである
(200)

。もっとも、それらの研究は1990年代
以前のものであるが、ドイツでは2001年に基本法44条の調査委員会手続を具体
化した「調査委員会法

(201)
」が制定され、これによって反対会派は、調査委員会手

続において終始一貫して影響力を行使できるようになった。そこで本節では、
2001年に新設された調査委員会法に基づいて、反対会派が多数派に対して具体
的にどのような法的手段を行使できるのかをまずは確認する。それを踏まえた
上で、このような反対会派は、議院内閣制における権限関係、とりわけ議会に
よる政府統制との関連でどのような意義を有するのかを検討する。
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第⚑款 調査委員会手続への反対会派の関与
調査委員会手続は、いくつかの段階を経て進められる。これらの段階を、①

調査委員会の設置段階、②調査事項の確定段階、③調査手続進行中の段階、④
調査手続の終了段階に分けて、各段階に反対会派がどのように関与できるのか
を明らかにしたのが、D・ムンディルである。そこで以下では、主としてムン
ディルの学説

(202)
に依拠しつつ、調査委員会手続への反対会派の関与の仕方を見て

いくことにする。
まず、①調査委員会の設置段階である。調査委員会の設置については、大き

く分けて⚒つの方法が考えられる。一つは、連邦議会の多数派のみによって設
置動議が提出され、これが連邦議会において議決される場合である（いわゆる

「多数派調査
(203)

」）。もう一つは、少なくとも連邦議会議員の⚔分の⚑によって設
置動議が提出される場合である（いわゆる「少数派調査

(204)
」）。この少数派調査の

場合、連邦議会は調査委員会を設置する義務を負う。ゆえに少数派調査の場合、
まずは反対会派が設置動議を提出し、これを受けて連邦議会は遅滞なく調査委
員会の設置を議決しなくてはならない（調査委員会法⚒条⚑項

(205)
）。しかもこの

議決によって、反対会派の同意なしに、反対会派の動議に掲げられた調査事項
を修正することは許されない（調査委員会法⚒条⚒項

(206)
）。このことから明らか

になるのは、少数派調査の場合、調査委員会を設置するか否かの決定は、設置
少数派次第ということである。そして、「かかる設置少数派の背景には、大抵
の場合、少なくとも部分的には反対会派がいる

(207)
」。ゆえに、調査委員会の設置

段階での反対会派は、自ら単独で調査委員会手続の要否を決定することができ
るわけである。言い換えれば、「最も重要な議会統制権の一つである基本法44
条による調査手続は、重大な影響力をもって反対会派の手に委ねられている

(208)
」

のである。
次に、②調査事項の確定段階である。この段階で問題になるのは、「設置少

数派がいかなる影響力を提議された調査事項に対して行使し得るのか
(209)

」である。
そしてこの問題は、前述の調査委員会法⚒条⚒項の創設によって解決されたと
ムンディルはいう。なぜならば、同規定の創設によって、調査事項の修正には
動議提出者たる反対会派の同意が必要となり、以前は認められていた多数派の
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修正権はもはや許されなくなったからである
(210)

。調査事項の確定段階において、
設置段階で提出された動議の「不変性」が要請されているのである。このよう
に、設置段階で反対会派によって提出された動議が、議会多数派によって修正
されることなしに連邦議会で議決されるならば、形式的に連邦議会全体に帰属
する調査権は、実質的には動議提出者たる反対会派に帰属するに等しいのでは
ないか。このことをムンディルは、次のように述べて肯定する。「動議の不変
性が意味するのは、反対会派が調査手続の単なる『要否』について決定するこ
とができるのみならず、その手続の内容さえも、したがってまた調査手続の

『事項』さえも確定するということである。このような反対会派の影響は、反
対陣営が最小限の定足数を持続的に獲得することに成功すれば、基本法44条に
よる議会調査権を反対陣営の自由裁量権へと委譲する結果をもたらす。これに
よって反対会派の統制作用は、重大な影響力をもって保障される

(211)
」。

さらに、③調査手続進行中の段階でも、反対会派は引き続き一方的な影響力
を行使できる。その具体例としてムンディルが挙げるのは、証拠調べ請求動議

（Beweisantrag）である。調査委員会法17条⚑項および⚒項
(212)

によれば、調査委
員会は、委員の⚔分の⚑によって証拠調べ請求動議が提出された場合、証拠調
べを行わなくてはならない。反対会派は、調査手続の進行中に事実関係の解明
が必要と判断すれば、それを証拠調べ請求動議によって自立的に行い得るので
ある。このような証拠調べ請求動議の提出による反対会派の一方的な影響力の
行使は、「政府に有利となる多数派の一方的な事実関係調査を阻止するのに役
立つ」のであり、そしてこの「阻止」に「議会による統制の決定的な実効化を
見出すことができる

(213)
」。したがって、調査委員会における手続は、反対会派の

「効果的な統制に有利となるように具体化されている
(214)

」とムンディルはいう。
最後に、④調査手続の終了段階である。調査委員会法33条⚑項

(215)
によると、調

査手続は報告書の作成をもって終了する。このいわゆる「最終報告書」の採択
方法については、全会一致での採択と多数会派のみでの採択がある。反対会派
は、これら両方の採択に関与することができる。第⚑に、最終報告書が全会一
致で採択される場合、「反対陣営も、政府陣営と協力して、報告書に対して影
響力を行使することができる

(216)
」。第⚒に、最終報告書が全会一致で採択されな
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い場合（多数会派のみで採択される場合）であっても、同報告書には少数意見
が記載されなくてはならない（調査委員会法33条⚒項

(217)
）。したがって、この場

合も反対会派は、最終報告書への少数意見の記載を通じて、影響力を行使する
ことができる。ここでの反対会派は、自らの統制の役割を公に示すために最終
報告書を利用することができ、そしてこのような反対会派の可能性が批判の役
割にも資するとムンディルはいう

(218)
。

以上のことから明らかなように、調査手続の各段階で一貫しているのは、反
対会派による一方的な影響力行使の可能性が調査委員会法で認められていると
いうことである。かような調査手続の出発点となり、通常は反対会派の動議に
基づいて行われる調査委員会の設置は、政府に対して統制や批判を行うための

「本質的な手段
(219)

」と見なされている。では、次に、このように調査委員会を始
動させ、その後の調査手続に決定的な影響を及ぼすと言われている

(220)
反対会派は、

議院内閣制においていかなる意義を有すると考えられているのだろうか。
第⚒款 議院内閣制における反対会派の意義

この問いは、後により詳しく紹介する J・マージングの学説
(221)

に即するならば、
以下のように答えられる。

そもそも議院内閣制の基本構造は、「政府と議会多数派とが原則として同じ
政治陣営に由来し、各々の行為に同調し合い、したがって通常は協働する

(222)
」と

いうものである。この基本構造の中で政府と議会とは「交錯」しており、政治
的に独立の「権力」として対峙してはいない。むしろ両者によって、同じ政策
プログラムが分業的に補われるのである。たしかに、こうした政府と議会の協
働は、権力分立違反などでは決してなく、議院内閣制という「統治形式の確
定」によって国家を矛盾のない措置ができる状態に置き、それを効果的な活動
主体として組織するためのものである。そしてまた、かかる統治形式によって
政府と議会との間での権力分立的・抑制的効力がなくなるわけでもなく、むし
ろそのような抑制的効力は、「様々な作用における国家活動の合理化された区
分の中にすでに含まれている

(223)
」。しかしながら、政府と議会とが密接に結びつ

くことによって、政府に対する統制は著しく困難になる。つまり、政府統制の
手段を議会多数派が手中に収めるだけでは、統制手段はその役割を果たし得な
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い。「なぜならば、議会多数派は、自分たちを、多数派によって支持された政
府と同一視し、したがって通常は、公衆の面前で政府に対して信頼を損なう懈
怠を非難しようとはしないからである

(224)
」。この点に――つまり議院内閣制の基

本構造において議会多数派は通常は政府を非難しない点に――議会少数派の
「特別の意義」がある。なぜならば、「議会少数派は、会派の形で組織的に団結
して、反対の隊列を組み、闘争態勢の整った自らの政治的力を政府（および与
党多数派）に対置することができる

(225)
」からである。議会少数派としての会派、

とりわけ反対会派による影響によって、議会は、政府に対する「真の対抗勢
力」であり続けることができ、「攻撃的な統制」を行うことができるのである。
しかし、そのためには、議会少数派は「固有の権能」を必要とするのであり、
そこで引き合いに出されるのが基本法44条に基づく少数派権である。そして、
この少数派権としての調査権が行使されることによって、政府に責任を問うこ
とが可能となる。「その限りで、少数派権は、調査権の統制作用を［…］初め
て可能にする

(226)
」のである。

要するに、以上のマージングの説示によれば、議院内閣制の基本構造におい
ては、議会少数派こそが、議会を政府統制のための機関ならしめているのであ
る。そして、基本法44条の調査権は、この議会少数派を通じて行使されること
で初めて、政府統制のための権限となるのである。したがって、議会少数派と
しての反対会派の議院内閣制における意義は、基本法44条の調査権を、政府統
制のための権限として議会に行使させる点に認めることができよう。もっとも、
基本法44条⚑項によれば、反対会派が議会に対して調査委員会の設置を義務づ
けるには、「議員の⚔分の⚑の動議」が必要である。ゆえに、反対会派がこの
定足要件を満たすことができない場合、統制作用（統制に資する基本法上の諸
権限）の一つとしての調査権を議会に行使させることは不可能となる。実際に、
基本法44条⚑項で定める「議員の⚔分の⚑」の定足数を満たすことのできない
会派が現れるという状況は、これまでのドイツ連邦議会のいくつかの立法期で
見られた

(227)
。

近年でも、例えば第18立法期（2013年から2017年）には、基本法で予定され
た少数派権を行使するために必要な定足数を満たすことのできない極小規模の
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会派が生じた。この状況は P・カンチクによって「特別多数超過の大連立
（Qualifizierte Große Koalition

(228)
）」と称され、そこで生じた諸々の憲法問題

(229)
につ

いての議論は多くの論者をとり込んで、ますます活況を呈するようになって
いったのである

(230)
。そして今日では、特別多数超過の大連立は、重要な憲法事例

の一つとして、基本法コンメンタールや教科書でもとりあげられるようになっ
ている

(231)
。当時の特別多数超過の大連立においては、基本法44条⚑項に基づいて

議会に調査権を行使させることのできない会派に、反対のための特別の権限を
付与することが憲法上要請されるのかが問題となった。この問題については、
連邦憲法裁判所に訴えが提起されるとともに、そこで出された判決をめぐって
学説の間で論争が巻き起こったのである。

第⚒節 反対会派の調査権強化に対する批判
そこで本節では、まず、この連邦憲法裁判所の判決

(232)
を紹介する。その後に、

この判決の中でも援用され、反対会派の調査権強化に対して批判的な立場をと
る学説をとりあげることにする。
第⚑款 連邦憲法裁判所の「反対権判決」
（⚑）事実の概要

第18立法期の連邦議会では、会派別に、キリスト教民主・社会同盟
（CDU/CSU）に 310 議 席、社 会 民 主 党（SPD）に 193 議 席、左 翼 党（DIE
LINKE）に64議席、そして同盟90・緑の党（BÜNDNIS 90/DIE GRÜNEN）
に63議席が配分された

(233)
。2013年11月27日、キリスト教民主・社会同盟と社会民

主党との間で連立協定が調印され
(234)

、同年12月17日に第⚓次メルケル政権が発足
した。その結果、キリスト教民主・社会同盟および社会民主党の与党会派が
503議席を占める一方で、左翼党および同盟90・緑の党の反対会派はわずか127
議席にとどまった。これによって、反対会派議員の総数は、議会少数派権行使
のために基本法で予定された最低限の定足数（連邦議会議員の⚔分の⚑となる
158名）を下回ることとなった。

こうした状況の中、連立協定に「反対権の強化（Stärkung der Oppositions-
rechte

(235)
）」をもりこんでいた

(236)
与党会派側からの動議

(237)
によって、第18立法期に
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限って少数派権行使の要件を緩和する連邦議会議事規則126 a条が新設され
(238)

（本 件 申 立 ③）、ま た 議 員 法 50 条 ⚒ 項 で 予 定 さ れ た 反 対 特 別 手 当
（Oppositionszuschlag）も引き上げられた

(239)
。さらに、討論時間の配分について

も反対会派への配慮がなされることとなった
(240)

。これらの補整措置が与党会派の
側で講じられた一方で、反対会派とりわけ左翼党会派（原告）から提出された
対案はすべて否決された。第⚑に、左翼党会派は、同盟90・緑の党会派ととも
に、「連邦議会第18立法期における反対権保全のための法律案

(241)
」を提出したが、

同法律案は否決された（本件申立②）。この法律案は、法律上で規定されてい
る少数派権を、原則として第18立法期に限り、連邦政府を支持していない⚒つ
の反対会派が共同で行使できるよう割り当てるものであった。第⚒に、左翼党
会派は単独で、基本法改正のための法律案

(242)
を提出したが、これも否決された

（本件申立①）。
そこで左翼党会派は、連邦議会を被告として、次の事項の確認を求める訴え

を機関訴訟の形式で提起した。すなわち、第⚑に、被告は、原告の基本法改正
についての法律案を否決し、同案で予定されていた少数派権の反対会派への割
り当てを怠ったことによって、原告により主張される連邦議会の権利・義務を
侵害した。第⚒に、被告は、原告の反対権保全のための法律案を否決し、同案
で予定されていた少数派権の少なくとも⚒つの会派への割り当てを怠ったこと
によって、原告により主張される連邦議会の権利・義務を侵害した。第⚓に、
被告は、連邦議会議事規則126 a条

(243)
を新設し、そこで予定された120名の定足数

を要件とする権能（同条⚑項⚑号から⚖号および11号）および反対会派の委員
会構成員の権能（同条⚑項⚗号から10号）を、固有の会派権ないしは委員会に
おける会派の権利として原告に割り当てるのを怠ったことによって、基本法38
条⚑項に基づく原告の権利を侵害した。
（⚒）判決の要旨――申立①の棄却理由に関してのみ

2016年⚕月⚓日、連邦憲法裁判所は原告の申立を棄却した。とりわけ、後述
する論争とも関連する申立①を棄却した理由は、原告の左翼党会派が求めたよ
うに、少数派権とともに反対派権を新たに導入し、議会の統制作用を実効化す
るといった憲法上の義務を被告である連邦議会は負っていないからである。す
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なわち、（a）たしかに基本法は、連邦憲法裁判所の裁判で具体化された実効的
な反対の一般的憲法原則を含んでいる

(244)
。（b）しかしながら、基本法は、「特別

の反対会派権（spezifische Oppositionsfraktionsrechte）」を明文で根拠づけて
おらず、そのような権利を創設する要請も基本法から導出されない

(245)
。（c）加え

て、特別の反対会派権を導入することは、議員およびその結合体の平等原則
（基本法38条⚑項⚒文）に違反する

(246)
。（d）さらに、基本法で規定されている⚓

分の⚑ないしは⚔分の⚑の定足数を引き下げることは、制憲者の意思に反する
(247)

。
これらの論拠づけのうち、後述する論争はとくに（c）をめぐって生じたもの
である。ゆえに以下では、（c）の論拠づけを概観することにしたい。

まずは結論として、連邦憲法裁判所は次のように判示する。「特別の反対会
派権を導入することは、基本法38条⚑項⚒文に違反する。排他的に反対会派が
自由に行使できる権利は――連邦議会議事規則126 a条⚑項⚒号および⚗号か
ら10号までにおける委員会での特別の反対会派権の創設がその典型であるが
――、基本法38条⚑項⚒文に基づく議員およびその結合体の平等原則に対する
正当化できない違反である」（Rn. 95）。このことを連邦憲法裁判所は、次のよ
うに論拠づける。

｢連邦議会のすべての構成員は、原則として、平等の権利および義務を有し
ている。とりわけこのことは、連邦議会が自らの代表作用を、個々の議員、議
員団あるいは議会多数派によってではなく議会の全構成員の協働によって、原
則として議会全体で引き受けることから結果として出てくる。どの議員にも、
連邦議会の業務、議事および決定に関与する資格がある。これはとくに、政府
に対する議会の統制作用に当てはまる。ゆえに、構造的に政府を支えている議
員らにも、個別事案において反対者になる可能性がある」（Rn. 96）。このこと
は、「その法的地位が基本法38条⚑項⚒文において議員と同様に根拠づけられ
ている会派にも妥当する。なぜならば、会派は議員の結合体だからである」

（Rn. 97）。
｢特別の反対権の割当ては優遇であり、したがって反対議員およびその結合

体が政府を支持する議員およびその結合体に比して有利となる不平等取扱いを
意味する」（Rn. 99）。「たしかに、議会業務の具体的な個別事例において反対
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者になる機会は、構造的に政府を支える議員によっては、政治実務における連
立会派内の拘束ゆえに、比較的にほとんど用いられない。しかし、この可能性
が存在することが『自派の系列』内部でも自身の政治的立場への支持獲得に努
めることを繰り返し強いるのであり、これが政治過程の開放性にかえって有意
義たり得る。ゆえに、構造的に政府を支える議員が統制を事実上自制するから
といって、それらの議員を特定の少数派権行使から除外することは正当化でき
ない」（Rn. 100）。「原告にとっての関心が議会の統制作用の改善であるならば、
その権利を状況によっては利用するという――少なくとも理論上の――可能性
を与党議員に与えないでおくことはむしろ逆効果となろう。このことは、特別
の反対派権が、既存の諸々の少数派権に代わってではなく、それらの権利と並
んで導入される場合でも当てはまる」（Rn. 101）。「連邦憲法裁判所がすでに何
度も強調してきたのは、定足数と結びつけられた議会少数派権が、少数派のメ
ンバー構成や成立および協働している議員の政党または会派の所属を考慮に入
れることなく、状況に応じて形成される各々の少数派によって行使され得ると
いうことである。むしろ基本法38条⚑項⚒文は、どの個々の議員にも、行為に
関連した・手続上の反対可能性（verhaltensbezogen-prozedurale Oppositions-
möglichkeit）を保障する（vgl. Ingold, Das Recht der Oppositionen, 2015, S.
434; vgl auch Haberland, Die verfassungsrechtliche Bedeutung der Opposition
nach dem Grundgesetz, 1995, S. 181）。政治的優位や政党の所属にかかわらず、
議員だけが、議会における自らの採決行為や態度に対して単独で責任を負う」

（Rn. 102）。
以上の連邦憲法裁判所による論拠づけを要約すると、次のようになる。まず、

結論として、「特別の反対会派権」を導入することは、基本法38条⚑項⚒文に
基づく議員およびその結合体の平等原則に違反する。なぜならば、――連邦憲
法裁判所が理解するところの――特別の反対会派権とは「排

・

他
・

的
・

に
・

反対会派が
自由に行使できる権利」なのであり、かかる権利の導入によって反対議員およ
びその結合体が優遇される一方で、政府を支持する議員およびその結合体は不
平等取扱いを受けるからである。既存の少数派権と並んで排他的な反対会派権
を導入してしまうと、後者の権利の行使可能性を与党議員から奪う結果となる。
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しかし、基本法38条⚑項⚒文は、与党会派や反対会派の所属にかかわらず、ど
の議員にも「行為に関連した・手続上の反対可能性」を保障している。ゆえに、
連邦憲法裁判所は、特定の議員だけを優遇するような特別の反対会派権の導入
は、基本法38条⚑項⚒文に違反すると判断したのである。
（⚓）反対権判決の意義――「反対の新たな基本単位」としての議員

反対権判決は、ドイツ公法学において大きな反響を呼んだ。判決をめぐって
活発な議論が行われ、論争が巻き起こったのである。争点となったのは、まさ
に直前にとりあげた連邦憲法裁判所の論拠づけ（Rn. 96 ff.）であった

(248)
。とりわ

け、特別の反対会派権の導入を認めるべきなのか、あるいは、そのような権利
を認めることは議員の平等に違反するのかが中心的な争点となった。上述のよ
うに、連邦憲法裁判所は後者の立場をとった。その際に連邦憲法裁判所によっ
て主張されたのは、基本法38条⚑項⚒文に基づいて、どの議員にも「行為に関
連した・手続上の反対可能性」（Rn. 102）が保障されているということである。
つまり連邦憲法裁判所は、今日の通説と同様に Opposition を作用的に理解し
た上で

(249)
、それを担う主体としての「議員」を反対会派に対峙させる形で強調し

たのである。U・フォルクマンの言葉を借りれば、「連邦憲法裁判所は、例え
ばラント政府をなおも反対のアクターと称し、さらにここでも別の箇所でも一
貫して『組織化された議会少数派』としての『反対会派』と言う場合でも、多
か れ 少 な か れ 明 ら か に 個々 の 議 員 を 反

・

対
・

の
・

新
・

た
・

な
・

基
・

本
・

単
・

位
・

（neue
Grundeinheit von Opposition）に指定する

(250)
」のである。

もっとも、どの議員にも「行為に関連した・手続上の反対可能性」が保障さ
れており、「個々の議員を反対の新たな基本単位」と位置づける基本法38条⚑
項⚒文の解釈論は、反対権判決で初めて展開されたわけではない。このような
解釈は、上述の判決の論拠づけでも参照が指示されていたように、A・インゴ
ルトの学説に依拠したものである。インゴルトは、2015年に Opposition を網
羅的に扱ったモノグラフィー『Das Recht der Oppositionen』を公表した。こ
の中で「基本法38条⚑項⚒文の徹底して個人化された理解

(251)
」がドグマーティッ

シュに明らかにされ、これが上述の反対権判決の論拠づけに取り入れられたの
である

(252)
。
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第⚒款 反対会派権の強化？
では、インゴルトは、特別多数超過の大連立において反対会派権を強化する

という憲法政策に関して、どのような見解を有しているのだろうか。これにつ
いてインゴルトは、そもそも反対会派権を強化するための規律可能性はあるの
か、またそのような規律の何が問題なのかという観点から、自らの見解を明ら
かにしている。
（⚑）反対会派権強化の規律可能性

まず、反対会派権を強化するための規律可能性について、インゴルトの見解
は次のとおりである

(253)
。

反対会派権を強化しようとする場合、憲法改正、法律改正あるいは議事規則
改正の⚓つの方法が考えられる。第⚑に、憲法改正による反対会派権の強化に
ついては、広範な形成余地が認められる。なぜならば、憲法改正の唯一の限界
である基本法79条⚓項は、「その都度の多数派の意思に従った国民の自己決定

(254)
」

が本質的に維持されたままである限りで、いかなる実質的上限も生じさせない
からである。ゆえに例えば、少数派権に関する憲法上の定足数の改正や、一部
のラント憲法に倣って明文で反対規定を設けることもできる。それどころか、

「排他的な反対権の割当て
(255)

」も憲法改正によって実現し得るだろう。もっとも、
このような憲法改正は、ほとんど仮説の域を出ないと言ってよい。なぜならば、
一方で反対権判決において、憲法改正義務は明確に否定され

(256)
、他方で憲法改正

法律のために必要な特別多数（基本法79条⚒項）を獲得することも――第18立
法期に限って議事規則レベルで定足要件を緩和するにすぎなかった多数派の消
極的姿勢にかんがみれば――ほとんど現実的ではないからである。

第⚒に、法律改正による反対会派権の強化に関しては、憲法上のいくつかの
理由からして、仮説上の規律可能性すら存在しない。実定憲法において少数派
権行使のための定足数が規律されている以上、法律上の定足数の引下げまたは
改正に関しては、いかなる憲法上の根拠も存在しない。さらに、議会法で「特
別の反対派権」を定めることは――上述の反対権判決でも判示されまたそれ以
前にはインゴルトのモノグラフィーで示されていたように

(257)
――反対会派または

それに属する議員への「排他的な特権の付与
(258)

」であり、基本法38条⚑項⚒文に
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基づく議員の平等な参加権の侵害となる。
最後に、議事規則の改正による反対会派権の強化についても、憲法および法

律上の定足数ならびに基本法38条⚑項⚒文に基づく議員の平等からして、認め
られない。これについて上述の反対権判決では、連邦議会議事規則126 a条⚑
項⚒号および⚗号から10号までにおける委員会での特別の反対会派権の創設の
ように、「排他的に反対会派が自由に行使できる権利

(259)
」は、基本法38条⚑項⚒

文に基づく平等原則違反であると判示された
(260)

。これらに加えて、委員会におけ
る委員ポスト割当てを規定した連邦議会議事規則126 a条⚑項⚑号⚒文も、「鏡
像原則

(261)
」に抵触するゆえに憲法違反である。

（⚒）反対会派権の規律の問題点
次に、反対会派権の規律――その唯一かつ非現実的な可能性としての基本法

改正による規律――にはどのような問題があるのだろうか。これについてイン
ゴルトは、憲法政策上の問題および憲法構造上の問題を次のように指摘する

(262)
。

第⚑に、基本法改正によって会派を「反対派」として制度体的に規律するよ
うなアプローチ（つまり基本法での「反対会派」の明記）は、憲法政策上、

「政治的反対の複合的・多元的な形態を、とりわけ議会の政治構造を超えたそ
の形態の憲法上の多様な潜在能力を誤認する危険を冒す」。なぜならば、特別
多数超過の大連立の下で少数派権を行使できない会派が生じたという結果だけ
から、「民主制原理的に問題となる政治的反対の排除」が生じるわけではない
からである。むしろ潜在的には、会派以外による議会内での反対と並行して、
それと「同じように憲法的に保障された議会外での反対の諸形式が、例えば政
党によってあるいは連邦制的に連邦参議院を通じて、政治的・実務的な意義を
獲得する。したがって憲法的には、議会の側での反対のいかなる独占も存在し
ない」。それにもかかわらず、反対会派を制度体的に規律したならば、反対の
多様性、とくに議会外で政党や連邦参議院によっても反対はなされ得るという
ことが看過されてしまう危険がある。

第⚒に、議会の反対の憲法構造からしても、基本法改正によって会派を「反
対派」として制度体的に規律することは困難である。なぜならば、「基本法上、
Opposition は、憲法上の制度体としてではなく、作用として形成されている」
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からである。政治的 Opposition というのは、憲法ドグマーティッシュには、
「組織的単一体たる『反対派』によって制度体的に実現されるのではなく、複
数の権利割当てによって、すなわち作用的に反対を可能にし、これによって
議員個人による決定過程での反対行為により強く照準を合わせた、順次運用
可能な、反対行為を明確化する設定を保障する権利割当てによって、実現さ
れる」。ゆえに、特定の会派を制度体的に規律するよりも優先されるべきなの
は、状況によっては所属会派に対しても反対し得る議員個人の「行態

（Verhaltensstatus）への平等・中立的な糸口
(263)

」の方である。この点、反対権
判決において、「連邦憲法裁判所は正当にも、全く同じ意味で、基本法38条⚑
項⚒文に立脚した『議会反対者の――構造的でもあり状況的でもある――個人
権』を強調する

(264)
」。

かくしてインゴルトは、特別多数超過の大連立において少数派権を行使でき
ない極小規模の会派が生じるという事例問題の解決策を、基本法改正による反
対会派権の強化にではなく、反対をなし得る議員個人の権利に求めるのである。
つまり彼によれば、解決策は、「基本法38条⚑項⚒文における反対の基盤の保
障を再検討することによって見出すことができる。なぜならば、議会内部の多
様化・断片化の傾向に対しての憲法ドグマーティク上適切なリアクションは、
とくに議会法の一貫して個人権的な再構成によって成功し得るからである

(265)
」。

要するにインゴルトによれば、特別多数超過の大連立において生じた「議会の
反対の断片化・周辺化にも、議員の個々の職務に反対作用の土台があるのを強
調することによってより適切に対応できる

(266)
」のであり、その限りで「基本法38

条⚑項⚒文が、行為と関連した・手続上の反対可能性をどの個々の職務の担い
手にも保障していることを強調

(267)
」した反対権判決

(268)
も「正当」と評価できるとい

う。そして、かかる解決策を法的論証として裏づけるのが、基本法38条⚑項⚒
文のドグマーティクによる「議会法の一貫して個人権的な再構成」である

(269)
。

第⚓節 ｢公開」による調査権行使の意義
しかし、反対権判決およびその論拠づけを理論的に支えたインゴルト学説に

対しては、多くの批判がなされた
(270)

。とりわけ本稿にとって重要なのは、会派を
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通じての調査権行使の意義を解明する糸口を提示するカンチクによる批判であ
る。つまりカンチクの批判は、その基礎となっているマージング学説へと通じ
ており、後述するように、マージング学説を分析することによって調査権が

「公開」で行使されることの意義が明らかになる。
第⚑款 カンチクによる批判――「公開」と結びついた反対作用

ここではまず、前述のインゴルト学説と同様に、カンチク学説において
Opposition がどのように理解されているのかを確認しておく。その後に、イ
ンゴルト学説に対するカンチクの批判説をとりあげ、両説の決定的な相違点が
どこにあるのかを検討する。
（⚑）作用的に理解されたOpposition――それを実効的に遂行するための調査権

カンチクによれば、議会の Opposition は次のように理解できる
(271)

。
基本法には、議会の「反対派」を明文化した規定はない。基本法には、反対

会派も反対議員も、さらには反対権も存在しない。「反対派」または「反対権」
というような世論においてのみならず政治学や法学においても一般的に用いら
れる言語使用に、「基本法の次元で法的に対応するものはない」。しかし基本法
は、反対するアクターが行使できる諸々の権利を保障している。例えば、議員
または議員らで結成された会派は、そのような権利の担い手である。つまり、
基本法の次元では、「制度体的に理解された Opposition が保障されているわけ
ではない。むしろ、基本法における Opposition は、作用として把握されそし
て保障される」。こうした Opposition の作用的理解は、多くの基本法コンメン
タールや教科書でも支持されている

(272)
。さらに、「連邦憲法裁判所は、かの作用

的理解を、2016年⚕月の反対判決において再度支持した。すなわち『基本法は、
連邦憲法裁判所の裁判を通じて具体化された、実効的反対（effektive
Opposition）の一般的な憲法原則を含む』」。

(273)

カンチクはこのように、Opposition を作用的に理解し、「基本法における
Opposition は、作用として把握されそして保障される

(274)
」とする。ここで反対

の「作用」（諸権限の束）として具体的に念頭に置かれているもの、つまり
「反対の遂行を可能にする多様な権利の割当て

(275)
」として例えば、個々の議員に

割り当てられた諸々の関与権（基本法38条⚑項⚒文）、特別少数派に割り当て

[45] (阪大法学) 72 (5-196）1198〔2023.⚑〕

論 説



られた諸権利（基本法23条⚑a項⚒文、39条⚓項⚓文、44条、93条⚑項⚒号）
などがある

(276)
。そしてカンチクによれば、これらの権利との関連で、「議会の反

対の十分な有効手段をめぐる議論の中心」だったのは、発言時間の配分、抽象
的規範統制および調査委員会の権利であった

(277)
。これらのうち、カンチクが問題

にするのは、調査委員会の権利である。「なぜならば、調査委員会の権利は、
満場一致で、議会の中心的な統制権と見なされ、したがって統制作用を果たす
ための特別に重要な手段と見なされるからである

(278)
」。同時に、基本法44条でこ

の議会の中心的な統制権を少数派権として確立することによって、「まさに反
対するアクターによる統制の特別の意義」が憲法に基づいて認められており、

「この統制の特別の仕方、殊にその公開は、議会全体の統制作用の遂行にとっ
て不可欠である」ということについても、これまで論争の余地はないと見なさ
れてきたとカンチクはいう

(279)
。

以上の――従来のドイツ公法学の一般的見解にも依拠しつつ述べられた――
カンチクの見解を要約するならば、次のようになる。まず、基本法の次元に
おいて Opposition は作用的に理解する必要がある。従来のドイツ公法学にお
いて、この Opposition（反対）を実効的に遂行するための最も重要な手段と
見なされてきたのは、基本法44条に基づく調査権である。そして調査権の「特
別の意義」は、反対するアクター（会派）を通じての議会全体による統制がな
される点に認められ、その統制は特別の仕方で、つまり「公開」で行われる。
では、こうしたカンチク学説からして、インゴルト学説にはどのような問題が
あるのだろうか。
（⚒）インゴルト学説に対する批判

前述のように、インゴルトは、特別多数超過の大連立における少数派権を行
使できない会派の問題について、基本法改正によって反対会派権を強化するの
ではなく、「議員の個々の職務に反対作用の土台があるのを強調することに
よってより適切に対応できる

(280)
」と述べていた。そして、かかる解決策を法的論

証として裏づけるのが、基本法38条⚑項⚒文のドグマーティクによる「議会法
の一貫して個人権的な再構成」であった

(281)
。こうした「議会法の再個人化

(282)
」のア

プローチについてカンチクは、「大部分において説得的である
(283)

」と評価してい
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る。しかし、「特別の反対会派権」の導入は議員の平等原則（基本法38条⚑項
⚒文）に違反するという前述のインゴルト（および反対権判決）の見解に対し
ては、次のように批判的な立場をカンチクはとる

(284)
。

すなわち、反対権判決およびインゴルト学説では、反対会派権の強化によっ
て、政府・与党会派に所属する議員によっては行使できない「排他的」な権利
が反対会派に所属する議員にのみ付与され、これが議員の平等原則違反と判断
された

(285)
。同じように、インゴルトの2015年のモノグラフィーでも、次のように

述べられていた。「特に基本法44条⚑項で言明されているような議会全体によ
る憲法的統制作用を議会の一部にだけ一括して付与することには、違憲の疑い
がある

(286)
」。これに対してカンチクは、「諸々の権利を反対するアクターにのみ排

他的に割り当てることによって、多数派議員は必ずしも不利に扱われない
(287)

」と
いう。なぜならば、統制作用は、全体としての議会に、したがって議会多数派
にも割り当てられているからである。ゆえに、カンチクは、「統制作用を反対
派にのみ割り当てることは、問題になっていない。そのようなことがなされた
とすれば、それは実際に基本法からは読み取れないだろう

(288)
」と述べる。そのう

えでカンチクは、インゴルト学説が「決定的な点を見逃している」として、次
のように批判する。「重要なのは、反対が、議会の政府支持派とは別の方法で、
つまり特別の公開と結びつけられて統制作用を果たすという事実を認めること
である。反対による統制の民主制的意義にとって、このことは本質的である。
この反対による統制を基本法も採用した。なぜなら、そのようにしてのみ、少
数派権の強調は説明できるからである

(289)
」。つまりカンチクは、前述のように、

反対を実効的に遂行するための最も重要な手段として調査権を挙げ、その「特
別の意義」を反対するアクター（会派）による統制に見出す。そして、かかる
統制は、政府支持派とは別の方法で、すなわち「特別の公開と結びつけられ
て」果たされる。インゴルト学説ではまさに、この反対するアクター（会派）
を通じての「公開」での調査権行使によってこそ実効的な統制が果たされると
いう「決定的な点」が見逃されてしまっている、とカンチクは批判するのであ
る。

以上のカンチクによる批判説は、従来のドイツ公法学の一般的な学説を基礎

[47] (阪大法学) 72 (5-194）1196〔2023.⚑〕

論 説



に展開されている。とくに、カンチクによる批判説の要諦をなしているのは、
反対する会派を通じての「統制の特別の仕方、殊にその公開は、議会全体の統
制作用の遂行にとって不可欠である

(290)
」との見解である。もっとも、その理由に

ついて、つまり《な
・

ぜ
・
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・
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・
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・
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》について、
カンチクは詳細に論じていない。しかし、上記引用文には脚註が付されており、
この問いを解明する学説へと通じている。それが、マージングの学説である。
そこで、次に、マージングの調査権理解を踏まえた上で、この問いを追求する
ことにしよう。
第⚒款 伝統的な調査権理解とそれに対する批判

マージングが調査権をどのように理解しているのかを明確にするために、ま
ずはマージング学説以前の伝統的学説によって調査権がどのように理解されて
きたのかを明らかにする。その後に、伝統的学説の調査権理解に対して、マー
ジングがいかなる点を批判するのかを分析・検討する。
（⚑）立憲君主制下での調査権理解

かつてのヴァイマル憲法34条と同様に基本法44条でも、議会調査権の範囲に
関する明文規定は存在しない。ドイツ公法学では伝統的に、議会調査権の範囲
について、いわゆる「コロラル理論」の下で解釈が行われてきた。同理論は、
立憲君主制時代の末葉に E・ツヴァイクによって提唱され

(291)
、今日に至るまで、

議会調査権の範囲を論じる際の「出発点
(292)

」となっている。ツヴァイクは、「議
会調査権とは、国民代表に帰属する［…］、議会の作用を行使するために知る
必要のある事実および決定準備過程を確定し調査するための権能である

(293)
」と定

義したうえで、「コロラル理論」と後に呼ばれる箇所で次のように述べる。「議
会調査権の定義からすでに明らかなのは、その制度の活動的特質である。この
特質は、国民代表に割り当てられた活動の論理上または法律学上の必然の帰結

（Korollar）として、つまり議会が憲法による自らの権限を実現する形式的行
為の純然たる準備および補助として現れる

(294)
」。つまり、ツヴァイクによると、

議会調査委員会は、国民代表たる議会が自らの作用を遂行するための準備・補
助機関であり、その作用の範囲内で権限行使が認められる。コロラル理論につ
いて、例えばベッケンフェルデは――議会調査委員会の権限は地方自治体の活
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動にも及ぶのかを問題にした論文
(295)

の中で――その理論の主旨を、「議会の補助
機関としての議会調査委員会の権限領域は、議会それ自体の権限領域より広域
には達し得ない（いわゆるコロラル理論

(296)
）」と端的に述べている。ベッケン

フェルデは、このコロラル理論について「基本的に同意できる
(297)

」とする。ただ
し、議会の補助機関としての調査委員会が有する調査権の範囲は、立憲君主制
から立憲民主制への移行に伴って生じた議会の新たな地位に基づいて把握され
なくてはならないという。このことをベッケンフェルデは、次のように説く

(298)
。

立憲君主制下における議会は、権力が厳格に分離された上で存在するものと
捉えられていた。ここでの議会は、代表機関ではなく、国家の権限行使に協働
する機関にすぎなかった。その際に議会は、憲法に明記された権限のみを行使
できたのであり、「議会のための権限推定はなされず、とくに政治的指揮権

（実質的意味での統治権）の行使には関与していなかった」。議会の権限は実定
的に限界づけられていたのであり、かかる議会の限られた権限に基づく活動の
必然的帰結として、調査委員会の権限範囲も限定的なものにとどまった。つま
り、立憲君主制下において憲法上重要な議会の権限は「立法（への関与）およ
び広い意味での政府と行政の統制」、すなわち立法および統制任務に見られ、
その際に「高権的行為（例えば法律の議決、大臣訴追、不信任決議）」が行わ
れた。調査委員会は、議会によるこれらの高権的行為の準備のために活動でき
るにすぎなかった。
（⚒）立憲民主制下での調査権理解――「一般的な情報手段」としての調査権

しかしながら、立憲民主制――「民主制・議会制的憲法秩序」――の下では、
以上のような調査権理解はもはや前提とされない。なぜならば、この憲法秩序
において議会は、代表機関となり、議会のための権限推定がなされ、そして政
治的指揮権（実質的意味での統治権）の行使に関与するからである。ゆえに、
かつてのように議会権限の「かなり過度な限界づけ」を前提にして議会調査権
の範囲を把握することは、「民主制・議会制的な憲法体系における議会の地位
および全体作用にもはや対応しない

(299)
」。代表機関となった議会の権限領域は拡

張されたのだから、これに伴って――立憲君主制期に引き続きコロラル理論の
下で理解された――補助機関たる調査委員会の権限領域も拡張されたものとし
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て把握できるというのである。具体的には、「民主制・議会制的な憲法体制に
おいて、国民によって直接的に正統化された唯一の政治的代表機関としての議
会には、立法および統制任務を超えて、指導・情報任務が帰属する

(300)
」と理解で

きるとされる。つまりベッケンフェルデによれば、調査委員会の権限範囲は今
や、従来から把握されていた議会の立法および政府・行政の統制任務を補助す
るための「立法調査」および「統制調査」にとどまらず、「広義の行政統制の
領域を超えた不祥事調査

(301)
」にまで拡張するとされる。したがって、ベッケン

フェルデは、基本法の下では、「公的生活以外の領域、つまり政府・行政以外
の領域における不祥事の存在を解明し、そしてこれに関する責任を確定しよう
と努める、いわゆる不祥事・スキャンダル調査は、許されると見なすべきであ
る
(302)

」というのである。
このようにベッケンフェルデは、コロラル理論に立脚した上で、基本法44条

の調査権を、従来どおりの立法調査や政府・行政の統制調査のみならず、不祥
事・スキャンダル調査も含むものとして理解する。後述するように、かような
調査権理解は、「一般的な情報手段としての調査権」と称される。そして調査
権をこのように理解することは、単なる理論的問題にとどまらず、具体的な帰
結をも導く。例えば、議会の調査権は直接的に私人にも及び得るのかという実
際の裁判事例（いわゆる「ノイエ・ハイマート事件

(303)
」）で生じた「問い」は、

一般的な情報手段としての調査権理解に基づけば、肯定されるのである
(304)

。
（⚓）ベッケンフェルデ学説に対する批判

ベッケンフェルデによって私的領域への調査権行使の基準とされるのは、調
査対象の「公益」の有無である。すなわち、ベッケンフェルデによれば、「学
説および判例において一般に認められているのは、議会調査委員会の一般的な
調査権限の枠組みにおいても、具体的な調査請求は、その請求が公益を有する
決定準備過程/案件に向けられており、そのことゆえに請求が正当化される場
合にのみ許される、ということである

(305)
」。つまり、ベッケンフェルデのように

調査権が一般的な情報手段として行使されると理解する場合でも、それは私的
領域に対して無制約に行われるわけではなく、公益の有無という基準に基づい
て行われるのである。
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しかし、マージングによれば、その基準には問題がある。このことをマージ
ングは――私的領域に議会調査権が及び得るのかを学問的に問うきっかけと
なった――連邦憲法裁判所のノイエ・ハイマート事件を扱った論文で次のよう
に述べている。「公益の存在ということがまさに実際に言われていても、この
基準は、内容に関して自覚的に何一つ述べていないのである。『公衆』が注意
を向けさえすれば、私人のいかなる事実関係も調査され得るのであり、これに
よってどの私的保護も不十分となる

(306)
」。つまりマージングによれば、ベッケン

フェルデの調査権理解（一般的な情報手段としての調査権）では、その範囲を
限界づける法的基準が不明確なまま、「市民に対してのほとんど制御できない
監督手段を確立する危険を孕んでいる

(307)
」のである。すでに述べたように、かか

る調査権理解の出発点となっているのは、コロラル理論である。ゆえにマージ
ングは、問題の原因が「議会の作用全体への調査権の全般的結びつけ

(308)
」を可能

にするコロラル理論それ自体にあるとし、立憲君主制から立憲民主制へと転用
されたこの理論に対して次のような疑問を呈する。すなわち、「基本法44条へ
のコロラル理論の転用は、ほとんど限界のない調査権を導くが、そのような調
査権はもはや、基本法の権限秩序にほとんど組み入れることができない。［…］
例えば、コロラル理論からのアプローチは、調査権を議会の全般的な解明手段
と説明するが、もはやそのアプローチ自体が基本法44条の解釈にとって不適切
でないかが問われる。かかる問いは、この広範なアプローチに関する基本法下
での根拠づけがほとんど試みられず、いずれにしてもそのような根拠づけは提
供されなかっただけに、いっそう切実である

(309)
」。要するに、支配的学説はコロ

ラル理論の帰結として「一般的な情報手段としての調査権」を導くが、マージ
ングからすれば、そのような調査権理解はこれまで基本法の解釈として法的に
論証されてこなかったというわけである。

かくしてマージングは、「回答は基本法44条においてのみ求められ得る
(310)

」と
述べ、同条のドグマーティクによる論証を展開するのである

(311)
。この論証を分

析・検討することで、会派を通じての「統制の特別の仕方、殊にその公開は、
議会全体の統制作用の遂行にとって不可欠である」とカンチクが述べていたこ
との理由、つまり《な
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かになる。
第⚓款 マージングの調査権理解

基本法44条のドグマーティク
(312)

に際して、マージングが最初に行うのは、基本
法体系の中で基本法44条の調査権を位置づけることである。つまり「基本法の
全体的な憲法構造に照らして

(313)
」調査権をどのように理解できるのかが論証され

る。その後に、基本法44条における各々の構造メルクマール――「議員の⚔分
の⚑の動議」、「公開」、「刑事訴訟」および「裁判による審査」――について、

「これらの構成要素に内在するテロスを明らかにする
(314)

」という形で解釈が行わ
れる

(315)
。本款では、前者の基本法体系における調査権の位置づけについて、そし

て次款では構造メルクマールの⚑つである証拠調べの「公開」について、マー
ジングの論証を見ていくことにしよう。
（⚑）強制権としての調査権――政府の包括的な報告義務

基本法44条の議会調査権が基本法体系の中でどのように位置づけられるのか
について、マージングは次のように説く

(316)
。

今日、議会による統制は常に、法律適合性の統制であるのみならず、政治的
統制でもある。その限りで議会は、「国家指導的な憲法機関」としての性格を
有する。かかる議会と政府との関係は、法律の形式で前もって定められた関係
ではなく、基本法67条⚑項

(317)
でも認められているように、「政治的な評価と信任

に基づく関係」である。この関係の中で議会は、「政治的判断を下す審級とし
て、執行部と対峙する」のであり、その際に議会に必要とされるのが、「政府
の措置を解明しそして非難する可能性」である。そして、このような議会と政
府との関係は、基本法44条の調査権にも反映される。すなわち、一方で議会は、
政府の不祥事を解明するために調査権を行使する。ゆえに調査権は、政治責任
の追及に資する「政治的統制権」と見なすことができる。他方で政府は、調査
権の行使によって、「包括的な政治的正当化義務」を負う。なぜならば、政府
は、国家権力の責任ある行使を国民から委ねられているからである。つまり、

「政府は、その範囲内で活動している諸々の人格の固有権に基づくのではなく、
これらの人格を、公共の福祉の促進のために、国民から信託されているにすぎ
ない

(318)
」。こうした「信託職務（trusteeship）」またはこれに対応した「受託者」
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としての政府という考え方は、今日のドイツでは「職務概念（Amtsbegriff）」
の中で扱われる。「職務とは、国民の名における活動、またこれに対応する義
務負担のための授権の表現である」。例えば、政府に関しては、基本法64条⚒
項
(319)

で職務宣誓が予定されているが、これが「権限の授与者と被授与者」という
基本的な関係の証明となる。議会民主制においては、この関係が多様な方法で
実現される。その際に、政府に対しての「遡及的拘束」が「国民代表の面前で
の政府の包括的な責任によって生じる

(320)
」のである。

このような政府の包括的な政治的正当化義務に憲法上対応するのは、政治責
任としての「包括的な報告義務」である。そしてこの義務は、政府の特定の措
置に限って課されるのではなく、政府のあらゆる措置に対して課され得る。

「なぜならば、政府それ自体から正統化される固有権は、どの領域にも存在し
ないからである

(321)
」。このことは、政府の「核心領域」にも当てはまる。たしか

に政府は、「単独で活動する十分な能力があり、自らの措置を外部からの十分
な監察なしでも準備することができ、そして実行に移すことができる」。「しか
しそれにもかかわらず、最終的に政府は、自らの活動について報告しなくては
ならない。全ての統治権が『信託職務』であるならば、政府自らも包括的に責
任を負わされなくてはならない

(322)
」。

したがって、マージングによれば、基本法44条の調査権は、議会が政府に対
して政治責任としての包括的な報告義務を課すことができるという意味で、強
制権と理解できるのである。ゆえに、基本法44条の調査権は、「執行部に合わ
せて作られている

(323)
」とされる。その一方で、調査権の行使によって政治的統制

を受ける政府とは異なって、私人および私企業は自由に活動するのであり、法
律上で報告義務が課せられていない限り、強制手段を備えた基本法44条の調査
権には服さないとマージングはいう

(324)
。

（⚒）純然たる情報手段としての強制権？
マージングは、強制権としての調査権理解を述べた後に、私人に対する調査

をも認める支配的学説を批判する。その際にマージングが問題視するのは、支
配的学説が強制権を「純然たる情報手段」と理解する点である。つまりマージ
ングによれば、私人に対する調査に関して支配的学説によって強調されるのは、
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「市民の政治的な報告義務というよりも、議会の一般的な情報要求にすぎない
(325)

」。
政治責任を公開の下で追及するような政府に対する調査とは異なって、私人に
対する調査はしばしば、「純然たる情報手段」と理解されるのである。その証
拠に、支配的学説における強制権は、議会によって任務が遂行される前の段階
に限って、後に議会が任務を遂行する段階で有益となり得る事実をいわば「公
私の見境なしに顕出する手段」として理解されている。つまり支配的学説は、
強制権を、議会の任務遂行に先立って議会に知識を与える「純粋な情報手段

(326)
」

と理解しているというわけである。
しかしながら、マージングの基本法44条の解釈から導かれた調査権理解――

政府に対して政治責任としての包括的な報告義務を課すことができる、執行
部に合わせて作られた議会の統制作用としての強制権――からすれば、支配的
学説のように強制権としての調査権を「純然たる・公私の見境なしの情報手
段」と理解することは、説得的たり得ないとマージングはいう。なぜならば、
かかる支配的学説の理解は、基本法44条の諸権能を詳細に吟味せずに、これら
の権能全てに共通する意味――つまり「事実確認」のための手段という「最も
一般的な意味」――において「のみ」把握されるからである。そしてこのよう
に事実確認の手段として解釈された基本法44条の諸権能は、議会への十分な情
報供給という目標と結びつけられるという

(327)
。「こうした、それ自体においてほ

とんど反論の余地のない理性的な目標に外見上は根拠づけられて――どの国家
活動も正しい情報を前提条件として必要とする――、事実と関連づけて説明す
る情報手段のための強制手段が説かれる」。しかし、このような支配的学説を
より詳しく見ると、基本法44条の強制権としての調査権が「純然たる・情報手
段としての性格」を有するということは、「前提とされているだけ」で、憲法
的に「示されてはいない」とマージングは批判する

(328)
。要するに、強制権として

理解し得る調査権が、なぜ支配的学説のように「純然たる・公私の見境なしの
情報手段」として理解できるのかを、支配的学説はこれまで憲法的に論証して
こなかったというわけである。

以上で見たように、マージングによれば、基本法の憲法構造において基本法
44条の調査権は、政府に対する議会の統制作用としての強制権と理解できる。
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このことを明らかにした後にマージングは、同条におけるいくつかの構造メル
クマールについての解釈論を展開する。次款では、これらのうち「公開」をと
りあげることにする。これによって、《な
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》についての回答を得ることができよう。
第⚔款 基本法44条の公開原則

基本法44条⚑項によると、議会調査委員会の証拠調べは、原則として「公
開」で行われる。マージングが解釈に際して問題にするのは、この公開原則に
特有の目標、つまり「公開」という基本法44条の「構成要素に内在するテロ
ス」である。マージングはまず、裁判所の審理の公開と議会の公開とを区別し、
さらに議会の公開のうち、強制権と結びつかいない公開と強制権と結びつく公
開とを区別することで、基本法44条の公開原則に特有の目標を次のように明確
化する

(329)
。

（⚑）基本法44条の公開原則の「本質的目標」
第⚑に、基本法42条

(330)
とともに基本法44条の公開原則は、議

・

会
・

の公開として特
有の効果を有しており、その点で刑事手続における公開原則と区別される。比
較対象となるのは、裁

・

判
・

所
・

の審理の「公開」（裁判所構成法169条⚑項
(331)

）である。
同条に基づく裁判の公開原則の意義は、第一義的には、「公共による手続進行
の統制

(332)
」に存するのであり、刑事被告人の境遇の公開やその所為の宣布に存す

るのではない。ゆえに、これらを目的とする「放送用録音およびテレビ録画な
らびに録音およびフィルム録画」（同169条⚑項⚒文）は、厳格にかつ例外なく
禁止されている。つまり裁判の公開の場合、刑事被告人が「晒者」になること
はできる限り阻止されるのである。他方で、基本法44条の公開原則には、裁判
の公開とは異なる意義がある。すなわち、「証拠調べの公開は、その単なる手
続進行の合規性の把握だけを、しかもそれを第一義として可能にするものでは
ない。むしろ、調査された諸問題それ自体を顕出させそして一般に告示するこ
とがまさに、調査手続における公開の本質的目標である。［…］したがって、
調査による晒者の効果も、甘受されるだけでなく、まさに追求されるのであ
る」。証拠調べの公開にこのような「本質的目標」があるということは、立憲
君主制以来、実務にとってのみならず、憲法制定に際しても「常に指導的な観
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点」となっていた。例えば、ヴァイマル憲法および基本法の制定過程において、
公衆の面前で「是正する

(333)
」効果のある公開による解明が調査の「目的

(334)
」と強調

されていた。
ゆえに、調査手続というのは、「公衆のた

・

め
・

の
・

手続
(335)

」でもある。基本法44条
によって、本会議の前段階ですでに、委員会業務それ自体の本質部分が公衆の
面前に晒される場合、証拠調べは、公衆をもとり込むのであり、その限りで公
衆には調査対象への「批判的な関与」が認められているのである。したがって、
基本法42条について幾度も詳細に論じられてきたのと同様に

(336)
、基本法44条の公

開原則は、「国民と国家機関との媒介作用を目的」としている。つまり同条の
公開原則によって、調査権は、国民代表の多層的な「議会・政治的コミュニ
ケーション

(337)
」に組み込まれるのである。このように議会が、公衆の意見との関

係の中に自らを置くことは、民主制にとっての必要条件でもある
(338)

。
（⚒）公開原則と政府統制との結びつき

第⚒に、しかし、基本法44条の公開原則は、基本法42条で予定された議会の
公開を超える意味をも有している。「なぜならば、議会の調査はまさに、通常
の議会活動のように、公衆に向けた政治的議題の検証であるのみならず、強制
の威嚇を伴って進められる真の異端審問的な調査だからである

(339)
」。その限りで、

基本法44条の公開原則は強制権と結びついている。このように、基本法42条と
は異なる公開原則の意味、すなわち「公開原則と強制権との結びつき」を理解
することで、基本法44条の公開原則をより厳密に把握することが可能となる。
かような公開原則と強制権との結びつきを前提にした上で、マージングは次に、
公開原則が執行部に対する調査にいかに寄与するのか、とくに政府に対する調
査にいかなる限りで適合的なのかを検証する

(340)
。

それによれば、証拠調べが国民をもとり込む、しかもそれが強制権と結びつ
いた公開原則に基づいて行われることで、政府の報告義務は、議会に対しての
みならず、「国家の正統化の最終的審級」である国民に対しても存する。ゆえ
に、証拠調べが公開でなされることによって、民主制的に正統化された議会お
よび政府は原則として、「公衆の監視・批判による関与に身を晒さなくてはな
らず、議会の業務遂行の把握を国民に可能ならしめなくてはならない」。もっ
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とも、このことは、議会活動に関してはすでに「議会の議事の公開」によって
原理的に保障されている。他方で、執行部の活動は、議会と同じ方法では公開
されず、どの国民にとっても把握できるわけではない。ゆえに、「この代わり
となるのが、（とりわけ）議会による統制調査に際しての公開原則である」。な
ぜならば、公開原則によって、執行部の職務遂行は国民に公開され、国民の判
断の下に置かれるからである。ゆえに、議会は、公開で証拠調べを行うことに
よって、執行部の公開を、すなわち執行部の責任としての報告義務を成立させ
るのである。「その限りで、まさに公開原則が、調査権の成立以来くり返し、
執行部の統制と関連づけられてきたことは不思議ではない」とされる。とりわ
け、公開原則と政府統制との関連は、以前から言及されてきた。例えば、M・
ヴェーバーの主張した、調査によって確立され得る「公開性（Publizität）」は、
行政の公開性にとどまるものではなかった

(341)
。また、基本法制定委員会における

公開についての討論も、とくに政府の決定準備過程を国民に認識させることを
目標としていた

(342)
。

（⚓）会派にとっての公開原則の重要性
公開原則と政府統制との結びつき――マージングの表現では「公開原則と議

会による調査の統制作用との内的連関
(343)

」――によって、議会による証拠調べは、
国民にも向けられた政府の報告義務を成立させる。このように政府統制と結び
ついた公開原則は、会派権との関係でとくに重要であるとマージングはいう

(344)
。

すでに本章の第⚑節でも見たように
(345)

、議院内閣制の基本構造において議会多数
派は通常は政府を非難しないのであり、ここに議会少数派の「特別の意義」が
認められる。なぜならば、「議会少数派は、会派の形で組織的に団結して、反
対の隊列を組み、闘争態勢の整った自らの政治的力を政府（および与党多数
派）に対置することができる

(346)
」からである。ゆえに、会派を通じて議会は、政

府に対する「真の対抗勢力」であり続けることができ、「攻撃的な統制」を行
うことができるのである。このように、議会少数派としての会派が執行部の実
効的統制を貫徹するための「特別の意義」を有しているならば、証拠調べが公
開で行われることは、会派にとっては特別に重要だとマージングはいう。「な
ぜならば、証拠調べの公開は、少数派の最も重要な制裁措置（Sanktion）だか
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らである
(347)

」。この制裁措置がなかったとしたら、「異議や批判は、誰の耳にも届
かずに、あまりにも容易に消散され得てしまう」。ゆえに、公開原則に基づい
て調査権が行使されなければ、会派を通じての議会による政府統制の目的は

「ごく僅かにしか達成できなくなってしまう」のである。さらにマージングに
よれば、歴史的にも、真の対抗勢力としての議会少数派にはとにかく「公開
性」しか残されていないとの主張が有力になされていた

(348)
。また、1919年の憲法

委員会でも、まさにこの「公開性」が、「少数派固有の『武器』」であると強調
されていた

(349)
。

以上のマージングによる調査権理解を踏まえた上で、会派を通じての「統制
の特別の仕方、殊にその公開は、議会全体の統制作用の遂行にとって不可欠で
ある」とカンチクが述べていたことの理由、つまり《な
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》について検討すると、マージング学説で明らかに
なった《公開原則と政府統制との結びつき》をもって回答することができよう。
すなわち、公開が議会の統制作用の遂行にとって不可欠なのは、会派を通じて
の議会による調査権行使の公開が、政府の公開すなわち政府の責任としての包
括的な報告義務を成立させるという意味で、政府統制と結びついているからで
ある。まさにこの点に、つまり公開を強いる形での政府統制を議会に行わせる
法的動力源となり得る法主体こそが――そのための法的地位を確と有する――
会派であるという点に、会派特有の統制的意義を見出すことができるのでは
ないだろうか。

第⚔節 小括
ここでは、これまで本章で述べてきたことを要約したのち（第⚑款）、マー

ジング学説のように公開を統制的に把握する意義はいかなる点にあるのかを検
討する（第⚒款）。
第⚑款 本章の要約

まず第⚑節では、調査委員会手続には一連の段階があり、2001年に制定され
た調査委員会法に基づいて、反対会派はどの段階でも、委員会の多数派に対し
て一方的な影響力を行使できることを確認した（ムンディル）。また、反対会
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派が議院内閣制においていかなる意義を有しているのかについても検討を行っ
た。それによれば、議会多数派は通常、公衆の面前で政府を非難することはな
い一方で、議会少数派としての反対会派は、基本法44条に基づいて公開で行使
される調査権を、政府統制のための権限として議会に行使させる。この点に、
議院内閣制における反対会派の意義を見出すことができた（マージング）。
もっとも、会派が議会に調査委員会を設置させるには、「議員の⚔分の⚑の動
議」（基本法44条⚑項）が必要となるが、第18立法期の特別多数超過の大連立
においては、「議員の⚔分の⚑」という定足数を満たすことのできない極小規
模の会派が生じた。

そこで、次の第⚒節では、こうした特別多数超過の大連立における極小規模
の会派に「特別の反対会派権」を付与することが憲法上要請されるのかという
問題を扱った。連邦憲法裁判所によれば、連邦議会議事規則の改正による「特
別の反対会派権」の導入は、反対会派に所属する議員に「排他的」な権限を付
与することになるので、議員の平等原則（基本法38条⚑項⚒文）違反と判断さ
れる（反対権判決）。また、この連邦憲法裁判所の判断を理論的に支えた学説
によれば、特別多数超過の大連立の問題状況に対しては、反対会派権を強化す
るのではなく、基本法38条⚑項⚒文がどの議員にも反対可能性を保障している
ことを強調することで、ドグマーティッシュには「議会法の一貫して個人権的
な再構成」を行うことで対応し得る（インゴルト）。

最後に第⚓節では、反対権判決やインゴルト学説に批判的なカンチク学説を
とりあげた。カンチクによれば、重要なのは、会派を通じての「公開」での調
査権行使によってこそ実効的な政府統制が果たされることであるにもかかわら
ず、インゴルト学説においてこの「決定的な点」が見逃されている。カンチク
による批判の要諦をなしているのは、会派を通じての「統制の特別の仕方、殊
にその公開は、議会全体の統制作用の遂行にとって不可欠である」との見解で
あった。もっとも、《な
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》につ
いて、カンチクは詳細に述べていなかった。そこで、カンチクの見解の基礎に
なっていた学説、すなわちマージング学説の分析・検討によって、この問いを
追求した。その結果、この問いは、マージング学説における《公開の統制的把
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握》によって回答し得ることが明らかとなった。つまり、基本法44条に基づく
会派を通じての議会による調査権行使の公開は、政府の公開すなわち政府の責
任としての包括的な報告義務を成立させるという意味で、政府統制と結びつい
ている。この《公開原則と政府統制との結びつき》ゆえに、公開は議会の統制
作用にとって不可欠と見なすことができるのである。
第⚒款 公開の統制的把握の意義――マージング学説の意義

マージング学説は、その後のドイツ公法学にどのように受容されていったの
だろうか。マージング学説において行われていた「コロラル理論」批判および
基本法44条の「公開」の法的論証に着目して、このことを検討してみたい。

第⚑に、マージング学説は、伝統的学説によって支持されてきた「コロラル
理論」およびその帰結である「一般的な情報手段」としての調査権理解を批判
していた。しかし、基本法コンメンタールを見ると、マージング学説と同じよ
うに「コロラル理論」を批判するのは一部に限られ

(350)
、ほとんどの基本法コンメ

ンタールは「コロラル理論」を支持している
(351)

――もっとも、日本国憲法との関
係では、憲法62条で「国

・

政
・

に
・

関
・

す
・

る
・

調査」と明示されており、調査権の範囲が
最初から「国政」に限定されている以上、マージングが批判した私人にも及び
得る「一般的な情報手段」としての調査権の解釈は、少なくとも日本国憲法62
条からは導出され得ないように思われる。

第⚒に、マージングによる基本法44条の「公開」の法的論証において明らか
となった《公開原則と政府統制との結びつき》すなわち《公開の統制的把握》
には、どのような意義が認められるだろうか。マージング学説でも述べられて
いたように、公開の統制的把握そのものは、マージング学説以前から、ヴェー
バーによって主張されていた

(352)
。しかし、「コロラル理論」批判の文脈でマージ

ングが「この広範なアプローチに関する基本法下での根拠づけがほとんど試み
られず、いずれにしてもそのような根拠づけは提供されなかっただけに、いっ
そう切実」であるとし、調査権をどのように法的に論証するかについての「回
答は基本法44条においてのみ求められ得る」と述べていたことからも分かるよ
うに

(353)
、マージング学説以前には、公開の統制的把握はドグマーティッシュに論

証されていなかった。マージング学説の意義はまさにこの点に、つまり――裁
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判所構成法169条および基本法42条の「公開」との異同をも示しつつ――基本
法44条のドグマーティクによって「公開」の統制的把握を明らかにした点に見
出すことができよう。

このようなマージングによる公開の統制的把握は、すでにドイツ公法学にお
いて支持を得ている。このことは、基本法や調査委員会法のコンメンタールに
おいて、マージングによる公開の統制的把握を踏まえた叙述が行われているこ
とから明らかである

(354)
。また、本章で紹介したカンチク学説をはじめとして

(355)
、近

年のいくつかの学説でも、マージング学説における公開の統制的把握を基礎に
した叙述が見られる

(356)
。さらにマージングは、伝統的に公開原則の限界と見なさ

れてきた執行部の「核心領域」をも批判しており
(357)

、彼の核心領域説批判も現在
のドイツ公法学において幅広く受容されている

(358)
。

おわりに

（⚑）本稿の成果
｢はじめに」でも記したとおり、ドイツ公法学において、議院内閣制下での

権限関係を規定してきた「二元的対立図式」は、とくに1990年代後半以降、統
制の客体（政府概念）と主体（反対派概念）の両面で批判的に相対化されてき
た。本稿は、その後のドイツ公法学において、議院内閣制下での権限関係がど
のように捉え直されているのかを、政府統制の主体である《会派》をめぐる議
論を通じて探究したものである。本稿の比較法研究によって得られた帰結は、
以下のとおりである。

第⚑に、会派の法的地位に関する帰結である。ドイツ公法学の支配的学説で
あるヘルシャイト学説によれば、会派の法的地位論は、憲法的基礎づけ論から
法的性質の確定論の順に説き起こすことができる。その上で、ヘルシャイト学
説の意義は、会派の法的性質を議会の分岐体として一義的に確定することで、
会派の法的地位を規定した議員法54条ではなおも明らかにならない法関係をド
グマーティッシュに解明した点に見出される。すなわち、会派の法的性質の一
義的確定は、政党、議会および議員に対して会派がどのような法関係に立つの
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かという問題の解明に資するのであり、とりわけヘルシャイト学説によって、
会派と議会全体との関係が明らかになった。それによれば、議会の分岐体とし
ての会派は、時事問題討論の要求、法案発議後の一連の手続、そして（定足数
を満たす限りで）調査委員会の設置の場面において、議会全体を活動させるこ
とができる。

第⚒に、かような会派の法的地位を前提に、会派の統制的意義に関する帰結
が得られた。ベッケンフェルデに代表されるドイツ公法学の伝統的学説は、コ
ロラル理論の下で、基本法44条の議会調査権を、政府のみならず私人に対して
も行使し得る「一般的な情報手段」と理解してきた。他方で、伝統的学説を批
判したマージング学説は、基本法44条の調査権を「執行部に対しての特別の統
制権

(359)
」として理解すべきことをドグマーティッシュに論証した。このマージン

グ学説の意義は、なぜ基本法44条の公開原則が議会による政府統制に不可欠な
のかを、公開原則と政府統制との結びつき――公開の統制的把握――から明ら
かにした点に見出される。そして、公開を強いる形での政府統制を議会に行わ
せる法的動力源となり得る法主体こそが会派であるという点に、会派特有の統
制的意義を見出すことができるとの帰結が明らかとなった。
（⚒）残された課題

もっとも、議院内閣制における政府統制にとって、会派は特有の統制的意義
を有する一方で（あるいは有するにもかかわらず）、特別多数超過の大連立と
いう状況下では、少数派権を行使するための定足数を満たさない極小規模の会
派が生じる場合もある。すでに述べたように、ドイツ公法学では、このような
会派のための「特別の反対会派権」を、例えば基本法改正によって導入すべき
かが活発に議論された。これについて、本稿でとりあげたインゴルト学説は、
会派を通じての調査権行使が見込めない場合に基本法改正によって「反対会
派」を導入するという立法政策を問題視した上で

(360)
、反対をなし得る議員個人の

権利に解決策を求めることができるとの立場をとっていた。このような解決策
――基本法38条⚑項⚒文のドグマーティクによる「議会法の一貫して個人権的
な再構成」――が果たしてどこまで会派を通じての議会による政府統制の代わ
りとなり得るのだろうか。例えば、会派を通じて議会調査権が行使されれば、
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これに対応して政府には包括的な報告「義務」が課されるが、基本法38条⚑項
⚒文に基づく議員の法的地位に基づいて、同じような義務を政府または政府構
成員に課すことはできるのか

(361)
。こうした個々の議員の権利に基づく政府統制の

可能性に関しては、さらなる検討が必要である。
また、基本法44条の公開原則の限界についても、今後の検討課題として残さ

れる。周知のとおり、ドイツ公法学では伝統的に、議会による調査権行使の限
界として、政府の「核心領域」があると言われてきた。しかし、マージング学
説では、「核心領域」に対する批判が行われていた

(362)
。2000年代から徐々に顕著

になっていった核心領域説批判の傾向とも相俟って
(363)

、マージング学説から近年
の学説に至るまで、基本法44条の公開原則の文脈で核心領域説批判がどのよう
に展開されてきているのか、そして「核心領域」に代わって現在ではいかなる
限界があるとされているのかを追求する必要があると思われる。これによって、
執行権概念の参照領域における学説状況の変化（本稿で扱った会派の法的地位
論の画期的展開、その統制的意義の明確化、または今後の課題として挙げた議
員の権利に基づく政府統制の可能性など）のみならず、執行権概念それ自体の
学説状況が変化していることを明らかにできると思われる。
（⚓）日本憲法学への示唆

最後に、比較法研究で得られた知見を基に、日本国憲法下での解釈論の展開
可能性を、会派の法的地位と会派特有の統制的意義の観点から検討してみたい。

まず、会派の法的地位に関してはこれまで、会派の「地位、結成要件につい
ては国会法や議院規則に具体的な定めはなく、すべて［…］議院の慣行に委ね
られることになっている

(364)
」と言われてきた。しかし、たとえ会派の法的地位を

具体的に定めた規定がない場合でも、「会派」の文言は、例えば「国会法」に
おけるいくつかの条文に置かれている

(365)
。日本国憲法を「施行するために必要な

法律」（憲法100条⚒項）として制定され、日本国憲法と同時に施行された国会
法に「会派」と書かれている以上

(366)
、それは最高法規たる日本国憲法によって予

定されたものとして、すなわち「憲法附属法
(367)

」における実質的意味の憲法とし
て解釈される余地があるのではないだろうか。もしそれが可能ならば、「会派」
の法的地位の解釈論を――ドイツ公法学の支配的学説と同様に――憲法的基礎
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づけ論そして法的性質の確定論の順に説き起こすことは可能であるだけでなく、
まさに憲法を出発点としてそのような解釈論を展開するよう努めるべきだろう。
もし、会派を憲法上の存在と措定できるのであれば、会派の憲法上の地位論も、
展開できる余地はあるかもしれない。ただし、会派の法的性質として、国会全
体を活動させるような性質（議会の分岐体としての会派）を日本国憲法あるい
はその他の実定法から導出できるのか、できるとすればそれはどの条文なのか
については、さらに検討する必要がある。

次に、本稿の比較法研究によって、会派特有の統制的意義は、会派が公開で
の調査を強いる形での政府統制を議会に行わせる法的動力源となり得る点に認
められた。仮に会派の法的地位を日本国憲法から導出できたとして、このよう
な会派特有の統制的意義をも導出することができるだろうか。たしかに、一見
すると、日本国憲法下では、少数派調査権を予定した基本法44条に対応する条
文はないように思われる。しかし、日本国憲法も、「議院の総議員の⚔分の⚑
の要求」に基づく「臨時会の召集」を「内閣」に対して義務づけている（憲法
53条）。そして、この「臨時会」において国会は、「公開」（憲法57条）で「国
政に関する調査」（62条）を行うことができるとの解釈が可能であるならば、
基本法44条と同様の少数派調査権のあり方を、日本国憲法の解釈として導くこ
ともできるかもしれない

(368)
。かかる解釈論を成立させるためには、「公開」は、

従来の憲法学説のように「傍聴の自由、報道の自由および会議録の公表
(369)

」に資
するものと把握されるだけでは十分でなく、政府統制にも資するものとして、
統制的に把握される必要がある。そのような「公開」の憲法ドグマーティクが
比較法的に存在することを、本稿では明らかにすることができた

(370)
。

周知のとおり、議会調査権に関しては、これまでにいくつもの重要な研究が
行われてきた。これらの研究は、日本国憲法の国政調査権を、議会多数派の権
利としてのみ捉えるという点で共通しているように思われる。このことは、

「調査権の主体をめぐっては、委員会の主体性それ自体というより、むしろ
個々の議員が主体ではないということが重要であろう。国政調査権は、あくま
でも、多数派の意思によって初めて発動されるシステムとなっている

(371)
」、ある

いは、「国政調査権は議院または委員会の決定によって発動されるものであり、
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個々の議員に与えられた権限ではないため、多数を占める与党の賛成が得られ
ない場合には調査を実行できないという限界がある

(372)
」との見解が、支配的学説

によって示されてきたことから明らかであろう。ゆえに従来から、「政府統制
機能にかかわる国政調査権についての最も基本的な問題点は、それが実際には

『発動』されないということに帰着する
(373)

」と言われてきたわけである。しかし、
前述のように、日本国憲法上、法主体としての会派を導出する可能性があり、
かつ、基本法44条と同様の少数派調査権のあり方をも導出する可能性があるな
らば、従来の支配的学説を相対化し、新たな解釈論を展開することもできるの
ではないか。そのためには、日本国憲法のみならず国会法をはじめとする関連
法律の解釈を具体的に展開することが必要となるが、これについては他日を期
すこととしたい。

(198) Vgl. Hölscheidt (Anm. 17), S. 321 f.
(199) Vgl. Hans Hugo Klein/Kyrill-Alexander Schwarz, in: Dürig/Herzog/Scholz,

Grundgesetz Kommentar, Art. 44 (Stand 2021), Rn. 36.
(200) 例えば、芦部信喜『憲法と議会政』（東京大学出版会・1971年）471頁以下、浅

野一郎『議会の調査権』（ぎょうせい・1983年）41頁以下、孝忠延夫『国政調査
権の研究』（法律文化社・1990年）234頁以下を参照。

(201) Gesetz zur Regelung des Rechts der Untersuchungsausschüsse des Deutschen
Bundestages (Untersuchungsausschussgesetz / PUAG) vom 19. Juni 2001, BGBl.
I S. 1142. 正式名は「ドイツ連邦議会の調査委員会の権利を定める法律」である。
本稿では、同法の訳出にあたり、渡辺富久子「ドイツ連邦議会による政府の統制
――調査委員会を中心に――」外国の立法255号（2013年）107頁以下を参照した。

(202) Vgl. Daniel Mundil, Die Opposition. Eine Funktion des Verfassungsrechts,
2014, S. 166 ff.

(203) Klein/Schwarz (Anm. 199), Rn. 76.
(204) Klein/Schwarz (Anm. 199), Rn. 77.
(205) 調査委員会法⚒条⚑項は、「連邦議会は、議員の⚔分の⚑によって設置動議が

提出される場合には、これについて遅滞なく議決しなければならない」と定める。
(206) 調査委員会法⚒条⚒項は、「設置の議決は、設置動議に掲げられた調査事項を

修正してはならないが、動議提出者が修正に同意する場合は、この限りではな
い」と定める。

(207) Mundil (Anm. 202), S. 167 f.
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(208) Mundil (Anm. 202), S. 168.
(209) Mundil (Anm. 202), S. 168.
(210) Vgl. Mundil (Anm. 202), S. 169.
(211) Mundil (Anm. 202), S. 169.
(212) 調査委員会法17条⚑項は、「調査委員会は、証拠調べを行う旨の議決に基づい

て、調査の付託により必要となる証拠を調べる」と定める。また、同条⚒項は、
「調査委員会委員の⚔分の⚑によって証拠調べ請求動議が提出された場合、証拠
調べは行われなくてはならない。ただし、証拠調べが許されない場合、または、
証拠方法がこの法律に定める強制措置によっても入手できない場合は、この限り
でない」と定める。

(213) Mundil (Anm. 202), S. 171.
(214) Mundil (Anm. 202), S. 171.
(215) 調査委員会法33条⚑項は、「調査委員会は、調査の終了後、連邦議会に対して

文書で報告する。報告書には、手続の経過、調査された事実および調査結果を記
載しなくてはならない」と定める。

(216) Mundil (Anm. 202), S. 172.
(217) 調査委員会法33条⚒項は、「調査委員会が全会一致で報告書を採択しない場合、

報告書に少数意見が記載されなくてはならない」と定める。
(218) Vgl. Mundil (Anm. 202), S. 172.
(219) Mundil (Anm. 202), S. 172.
(220) Vgl. Mundil (Anm. 202), S. 172.
(221) Johannes Masing, Parlamentarische Untersuchungen privater Sachverhalte.

Art. 44 GG als staatsgerichtetes Kontrollrecht, 1998, S. 277 ff.
(222) Masing (Anm. 221), S. 277.
(223) Masing (Anm. 221), S. 277.
(224) Masing (Anm. 221), S. 278.
(225) Masing (Anm. 221), S. 278.
(226) Masing (Anm. 221), S. 279.
(227) Vgl. Simon Gelze, Das Parlament der (qualifizierten) Großen Koalition.

Minderheitenrechte – Redezeiten – Oppositionszuschlag – Hauptausschuss, 2019,
S. 44 ff.

(228) Pascale Cancik, Wirkungsmöglichkeiten parlamentarischer Opposition im
Falle einer qualifizierten Großen Koalition, NVwZ 2014, S. 18.

(229) 例 え ば、Sven Hölscheidt, Die Rechte der Opposition im 18. Deutschen
Bundestag, ZG 2015, S. 246 によれば、第18立法期において、「どの権利が議会少
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数派に帰属するか？ 現在の反対会派に認められた諸権利はどのように評価され
るべきか？ 機関訴訟の方法でさらなる反対権を手に入れようという反対会派の
野心的な試みには成功の見込みがあるのか？」などの問題が提起される。

(230) Z.B. Kyrill – Alexander Schwarz, Unkontrollierbare Regierung – Die Rechte
der Opposition bei der Bildung einer Großen Koalition im Deutschen Bundestag,
ZRP 2013, S. 226 ff.; Lars Brocker, Die „Splitterenquetel: Rechte der nicht
qualifizierten („einfachenl) Minderheit im parlamentarischen Untersuchungs-
verfahren, DÖV 2014, S. 475 ff.; Walter Leisner, Opposition in der „Großen
Koalitionl – Grundsatzfragen zum Begriff der Opposition – , DÖV 2014, S. 880 ff.;
Benedikt Beckermann/Daniel Weidemann, K (l) eine Opposition ohne Rechte?
Parlamentarische Minderheitenrechte im Schatten der Fünfprozenthürde, Der
Staat 53 (2014), S. 313 ff.; Cancik (Anm. 228), S. 18 ff.; Christian Hillgruber, Kein
grundgesetzliches Gebot zur Schaffung spezifischer Oppositionsfraktionsrechte,
JA 2016, S. 638 ff. Michael Sachs, Rechte von parlamentarischen Minderheiten
und Oppositionsfraktionen, JuS 2016, S. 764 ff.; Arnd Uhle, Qualifizierte
Regierungsmehrheit und effektive Opposition, ZG 2018, S. 1 ff.

(231) Z.B. Klein/Schwarz (Anm. 199), Rn. 79; Siegfried Magiera, in: Sachs (Hrsg.),
Grundgesetz Kommentar, 9. Aufl. 2021, Art. 44, Rn. 13; Hermann Butzer, in:
Epping/Hillgruber (Hrsg.), Grundgesetz Kommentar, 3. Aufl. 2020, Art. 38, Rn. 33.
1; Sebastian Unger, in: v. Mangoldt/Klein/Starck, Grundgesetz Kommentar, Band
2, 7. Aufl. 2018, Art. 44, Rn. 67; Martin Morlok/Lothar Michael,
Staatsorganisationsrecht, 5. Aufl. 2021, Rn. 643 f.; Austermann/Waldhoff (Anm.
44), Rn. 462; Christoph Degenhart, Staatsrecht I. Staatsorganisationsrecht, 36.
Aufl. 2020, Rn. 684.

(232) BVerfGE 142, 25, Urteil des Zweiten Senats vom 3. 5. 2016. 同判決の評釈とし
て、Philipp Lassahn, Urteilsanmerkung, NVwZ 2016, S. 929 f.; Matthias Rossi,
Urteilsanmerkung, JZ (2016), S. 1169 ff. を参照。なお、本判決において何度も用
いられる「Grundsatz effektiver Opposition」に関しては、「実効的反対の原則」
と訳した。その理由は、例えば Uwe Volkmann, Hat das Verfassungsrecht eine
Theorie der Opposition―und braucht es eine?, ZParl 2017, S. 481 によれば、本判
決において連邦憲法裁判所は「Opposition」を作用的に理解しているからである。
さらに、より端的には、Pascale Cancik, „Effektive Oppositionl im Parlament―
eine ausgefallene Debatte?, ZParl 2017, S. 524 において次のように述べられてい
る。「連邦憲法裁判所は、かの作用的理解を、2016年⚕月の反対判決において再
度支持した。すなわち『基本法は、連邦憲法裁判所の裁判を通じて具体化された、
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実効的反対（effektive Opposition）の一般的な憲法原則を含む』」。
(233) 当時の連邦議会の議席数は総じて611議席であったが、2015年⚙月⚔日に

CDU/CSU の議員であったカタリナ・ライヒェ（Katherina Reiche）が議員辞職
をしてからは610議席となった。

(234) Vgl. Deutschlands Zukunft gestalten̶Koalitionsvertrag zwischen CDU, CSU
und SPD, 18. Legislaturperiode, S. 1-130.

(235) Plenarprotokoll 18/26, S. 2065 D.
(236) Vgl. Deutschlands Zukunft gestalten̶Koalitionsvertrag zwischen CDU, CSU

und SPD, 18. Legislaturperiode, S. 128.
(237) Vgl. BTDrucks 18/481, S. 1-5. なお、与党会派に先んじて反対会派の側で、

2014年⚑月29日に、少数派権保護のために連邦議会議事規則の改定によって126
a条を新設する旨の動議が提出され（BTDrucks 18/379）、また法律レベルでの
改正案も提出されたが（BTDrucks 18/380）、これらはいずれも否決された。

(238) Vgl. Bekanntmachung zur Änderung der Geschäftsordnung des Deutschen
Bundestages vom 23. April 2014(BGBl. I S. 534). Vgl. auch BVerfGE 142, 25 (Rn.
25).

(239) Vgl. BTDrucks 18/2500, S. 2.
(240) Vgl. BTDrucks 18/481, S. 5; BTDrucks 18/997, S. 2.
(241) BTDrucks 18/380, S. 1–8; Plenarprotokoll 18/26, S. 2082 D.
(242) BTDrucks 18/838, S. 1–8; Plenarprotokoll 18/26, S. 2087 D.
(243) 後述するように、第18立法期に限り妥当した連邦議会議事規則126 a条⚑項

（⚑号から11号）のうち、「排他的に反対会派が自由に行使できる権利」
（BVerfGE 142, 25［Rn. 95］）であり、基本法38条⚑項⚒文の平等原則に違反す
ると連邦憲法裁判所によって判断されたのは、下記の⚒号および⚗号から10号の
規定である。さらにインゴルトによれば、これらの規定に加えて下記の⚑号⚒文
も鏡像原則に違反する。これらのすべての規定には、「連邦政府を支持しない会
派」という文言があり、これが「反対会派」を意味する。

⚑．連邦議会は、議員120名の動議に基づいて、基本法44条による調査委員会
を設置する。調査委員会の構成員数については、連邦議会によって決めら
れた議席配分方式に従って（連邦議会印刷物18/212）、連邦政府を支持し
ない会派が共同で、委員会構成員のうち⚔分の⚑の人員を置くものとする。

⚒．国防委員会は、連邦政府を支持しない会派の委員全員の動議に基づいて、
国防案件が基本法45a条⚒項によって国防委員会の調査対象となり、調査
委員会法により委員会構成員の⚔分の⚑に帰属する諸権利がこれらの構成
員によって適切に行使され得ることを保障する。
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⚗．予算委員会は、連邦政府を支持しない会派に属する委員全員の要求がある
場合、ESM出資法⚕条⚔項に従い、欧州安定メカニズム設立条約⚕条⚑
項によりドイツ国から任命された総裁および副総裁による予算委員会での
報告の求めに同意する。

⚘．予算委員会は、ESM出資法⚕条⚖項または欧州安定メカニズム法⚔条⚕
項による連邦政府の提議に際して、連邦政府を支持しない会派に属する委
員全員の要求がある場合、本規則70条⚑項⚒文に従い公聴会を開く。

⚙．付託された議案について、連邦政府を支持しない会派に属する委員全員の
要求がある場合、主務委員会は、本規則70条⚑項⚒文に従い公聴会を開く。

10．公開の拡大委員会（本規則69a条⚕項）に代わる本会議の審議は、連邦政
府を支持しない会派に属するすべての委員の要求がある場合に行われる。

(244) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 85-90).
(245) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 91-94).
(246) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 95-106).
(247) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 107-118).
(248) Vgl. Volkmann, (Anm. 232), S. 480 Fn. 34 u. S. 482 Fn. 45.
(249) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 91 f.). Vgl. auch Volkmann (Anm. 248), S. 481; Cancik

(Anm. 232), S. 524.
(250) Volkmann (Anm. 232), S. 482. 傍点引用者。
(251) Ingold (Anm. 21), S. 428.
(252) Vgl. Volkmann (Anm. 232), S. 482 Fn. 45.
(253) Vgl. Albert Ingold, Oppositionsrechte stärken?, ZRP 2016, S. 143 f.
(254) BVerfGE 2, 1 (12 f.).
(255) Ingold (Anm. 253), S. 143.
(256) BVerfGE 142, 25 (Ls. 2) によれば、「基本法は特別の反対（会派）権を明文で根

拠づけておらず、そのような権利を創設する要請も基本法からは導出され得な
い」。

(257) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 96 ff.); Ingold (Anm. 21), S. 381 ff., 432 f.
(258) Ingold (Anm. 253), S. 144.
(259) BVerfGE 142, 25 (Rn. 95).
(260) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 95).
(261) ドイツ連邦憲法裁判所の判例における「鏡像原則（Grundsatz der Spiegel-

bildlichkeit）」の憲法的基礎づけを整理・検討したものとして、前硲大志「会派
案分比例原則の憲法的基礎づけ（⚑）――ドイツ連邦憲法裁判所判例における理
論構成を素材として――」山口経済学雑誌69巻⚓･⚔号（2020年）46頁以下を参
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照。
(262) Vgl. Ingold (Anm. 253), S. 144.
(263) Ingold (Anm. 253), S. 144. インゴルトによる Status 理解については、Ingold

(Anm. 21), S. 561 ff. を参照。インゴルトによれば、憲法上の反対（Opposition）
は、Status として理解することができる。もっとも、インゴルトの理解する
Status とは、憲法理論的にはゲオルグ・イェリネクによって、また憲法ドグ
マーティッシュにはコンラート・ヘッセによって代表されるような「個人の地位

（Stellung）に国家に対する法人格としての役割を象形させる Status 理解」（S.
562）とは異なる。むしろインゴルトは、憲法上の Status を「脱人格化」（S.
563）されたものと理解する。つまり、インゴルトによれば、Status とは、法主
体の法的地位ではなく、その行為（Verhalten）と関連づけて理解されるべきで
ある。かかる Status 理解に基づくと、反対とは、「政治的行為についての特別の
憲法的 Status、つまり行態（Verhaltensstatus）」（S. 564）を意味する。なお、
イェリネクの Status 理解については、石川健治「人権享有主体論の再構成――
権利・身分・平等の法ドグマーティク」法学教室320号（2007年）63頁以下、守
矢健一「日本憲法学における『裁判を受ける権利』の把握の一側面」同志社法学
73巻⚖号（2021年）462頁以下を参照。

(264) Vgl. Ingold (Anm. 253), S. 144. これが述べられているのは、反対権判決
（BVerfGE 142, 25）の Rn. 89 である。

(265) Vgl. Ingold (Anm. 253), S. 145.
(266) Vgl. Ingold (Anm. 253), S. 145.
(267) Vgl. Ingold (Anm. 253), S. 145.
(268) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 102).
(269) Vgl. Ingold (Anm. 21), S. 428 ff.
(270) Vgl. Volkmann (Anm. 248), S. 480 Fn. 34 u. S. 482 Fn. 45.
(271) Vgl. Cancik (Anm. 232), S. 523 f. なお、反対権判決が出される以前のカンチク

による Opposition 理解について、拙稿「会派の法的地位と統制的意義（⚑）
――ドイツ公法学における『公開』での調査権行使の意義づけ――」阪大法学72
巻⚒号（2022年）32頁以下も参照。

(272) Vgl. Cancik (Anm. 232), S. 523 Fn. 28. 加えて近年では、以下の基本法コンメン
タールや一般的な体系書で Opposition の作用的理解が支持されている。Hans D.
Jarass, in: Jarass/Pieroth, GG Kommentar, 17. Aufl. 2022, Art. 20, Rn. 14; Jens
Kersten, Parlamentarisches Regierungssystem, in: Herdegen/Masing/Poscher/
Gärditz (Hrsg.), Handbuch des Verfassungsrechts. Darstellung in transnationaler
Perspektive, 2021, § 11 Rn. 28; Austermann/Waldhoff (Anm. 44), Rn. 463 f.; Hans-
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Jochen Waack, Parlamentarische Opposition, in: Morlok/Schliesky/Wiefelspütz
(Hrsg.), Parlamentsrecht, 2016, § 22 Rn. 47; Mundil (Anm. 202), 110 f.; Kloepfer
(Anm. 146), S. 162 Rn. 47 u. S. 466 Rn. 215.

(273) Cancik (Anm. 232), S. 524.
(274) Cancik (Anm. 232), S. 523.
(275) Cancik (Anm. 29), S. 19 f.
(276) Vgl. Cancik (Anm. 29), S. 19 f.
(277) Vgl. Cancik (Anm. 232), S. 525.
(278) Cancik (Anm. 232), S. 525.
(279) Cancik (Anm. 232), S. 525.
(280) Vgl. Ingold (Anm. 253), S. 145.
(281) Vgl. Ingold (Anm. 21), S. 428 ff.
(282) Ingold (Anm. 21), S. 432.
(283) Cancik (Anm. 232), S. 528.
(284) Vgl. Cancik (Anm. 232), S. 529 f.
(285) Vgl. BVerfGE 142, 25 (Rn. 95 ff.). 反対権判決において連邦憲法裁判所が、「排他

的に反対会派が自由に行使できる権利は、基本法38条⚑項⚒文に基づく議員およ
びその結合体の平等原則に対する正当化できない違反である」（a.a.O., Rn. 95）と
判断した点、とくに反対会派権の強化が特定の議員（反対会派に所属する議員）
への「排

・

他
・

的
・

」な権利付与と見なされた点に関しては、学説からの批判がある。
例えば、Lassahn (Anm. 232), S. 930 によれば、「与党会派の議員は、既存の少数
派権と並

・

ん
・

で
・

特別の反対会派権が導入されたとしても、何一つ失わない」（傍点
原文イタリック）。これと似たような批判は、Paulina Starski, Die „Große
Koalitionl als Problem des Verfassungsrechts. Recht auf effektive Opposition vs.
Gleichheit der Abgeordneten, DÖV 2016, S. 755 でもなされている。すなわち、
連邦憲法裁判所は「特別の反対会派権」を「排他的」だと性格づけるが、このよ
うな表現は誤解を招き易い。原告の左翼党会派が求めたのは、「既存の少数派権
と並

・

ん
・

で
・

反対会派を導入するという立法計画である。政権側または非政権側の会
派・議員団の議員そして会派・議員団に属さない議員からの『反対』も可能なま
まである」（傍点原文イタリック）。

(286) Ingold (Anm. 21), S. 625.
(287) Cancik (Anm. 232), S. 529.
(288) Cancik (Anm. 232), S. 529.
(289) Cancik (Anm. 232), S. 529.
(290) Cancik (Anm. 232), S. 525.
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(291) Vgl. Egon Zweig, Die parlamentarische Enquête nach deutschem und
österreichischem Recht, ZfPol 1913, S. 265 ff.「コロラル理論」の邦語による紹介
として、孝忠・前掲註（200）232頁以下も参照。

(292) Klein/Schwarz (Anm. 199), Rn. 106 Fn. 3.
(293) Zweig (Anm. 291), S. 265.
(294) Zweig (Anm. 291), S. 267.
(295) Vgl. Ernst–Wolfgang Böckenförde, Parlamentarische Untersuchungsausschüsse

und kommunale Selbstverwaltung, AöR 103 (1978), S. 1–42. なお、最近の『議会
法』の教科書であるAustermann/Waldhoff (Anm. 44), Rn. 551 Fn. 75 において、

「コロラル理論」を支持するベッケンフェルデ学説と、それを批判するマージン
グ学説とが対置されている。

(296) Böckenförde (Anm. 295), S. 4.
(297) Vgl. Böckenförde (Anm. 295), S. 9.
(298) Vgl. Böckenförde (Anm. 295), S. 6 ff.
(299) Böckenförde (Anm. 295), S. 8.
(300) Böckenförde (Anm. 295), S. 10.
(301) Böckenförde (Anm. 295), S. 11.
(302) Böckenförde (Anm. 295), S. 11.
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